
No. 項          目 区分 監査の結果等（要旨） 措置等の内容

１ 【総括意見１】
市町村及び関係諸団体
との更なる連携・協働

意見 　各市町村は地域性や財政状況など抱えている固有の実情があるな
かで、子ども子育て・若者の関連施策・事業の取り組みを行い、多
くの委託事業及び補助事業が社会福祉法人、市町村の社会福祉協議
会、ＮＰＯなどにより取り組まれている。
　県は、市町村の子ども子育て・若者の関連施策の取り組み状況を
把握するため、現在取り組んでいる各事業の情報収集や市町村との
情報共有を行っているとのことであるが、市町村が実施している事
業の実情を把握・分析し、事業の実施状況の実態を把握することに
より、具体的にどのような施策が有効かなどを検討することが必要
であり、さらに、事業を行うにあたりより深く関与して、市町村の
自立性を尊重しながら適切な役割分担を図りつつ、また、社会福祉
法人、市町村の社会福祉協議会、ＮＰＯなど関係諸団体との更なる
連携・ 協働することにより事業の推進を図ることが望まれる。

　市町村、関係団体との情報共有を図
り、各事業の実情等を踏まえながら連
携・協働を推進してまいります。
　信州パーソナル・サポート事業につい
ては、研修等の場を活用し、関係諸団体
との連携・協働を推進します。
　ジョブカフェ信州長野分室とハロー
ワークとの協業・共同体制について、長
野労働局へ要望し、検討します。

２ 【総括意見２】
事務事業の実施におけ
る「チェックリスト」
などの整備・運用

意見 　子ども子育て・若者支援事業には、市町村が主体として実施する
委託事業や補助事業に関する事務事業が数多くあり、また、社会福
祉法人、ＮＰＯ、社会福祉協議会、民間企業など各種団体に事業を
委託するか、補助金の交付をすることにより実施されている事業も
ある。
　各種書類の作成及び確認並びに承認作業などが相当の事務量に
なっており、県の事務担当職員にとって大きな負担なっていると考
えられる。
　委託事業については、委託理由に合理性はあるか、委託料の算定
方法は適正かなど、補助事業については、補助金の申請、実績報告
が要綱などに準拠しているかなどのチェック項目がある。
　収支予算書及び収支報告書並びに決算報告書の確認事項として
は、見積書及び提案書の内容と大きく相違することはないか、県の
積算した金額と比較しその差異は合理的な理由があるか、などの
チェック項目があり、収支予算書と収支報告書や決算報告書を区分
ごとに比較して、ある程度の増減があれば質問し内容を確認する必
要もある。
　このように業務処理における作業量が、増大し複雑化しているな
かで、所管する部署によっては、正確に事務処理を遂行するため
に、チェック表を所管課で自ら作成し使用しており、確認作業に利
用しているとのことである。「チェックリスト」や「業務マニュア
ル」を作成し運用することで、確認事項が効率的・網羅的に確認さ
れるため単純な事務処理の誤りがある程度未然に防止される。事務
担当職員は、判断を要する事項や算定方法の検証作業に注力でき、
事務の引き継ぎにも有用な手法であり、費用低減の効果も期待され
ることから、「チェッ クリスト」及び「業務マニュアル」などを作
成し運用することを検討することが望ましい。

　長野県会計局が作成した補助金等審査
チェックリストの周知及び活用の徹底を
図るとともに、事務に遺漏のあったもの
については留意事項をまとめたものを作
成します。
　委託事業及び補助事業における事務処
理を効率的かつ正確に遂行するため、リ
スクマネジメントの行動計画に基づき、
チェックリスト等の作成に取り組んでま
いります。
　契約事務に関するチェックリストを作
成し、運用しています。チェックリスト
の内容については、今年度運用する中で
精査し、必要に応じて更新していきま
す。
　会計局作成のチェックリストの周知、
活用の徹底を図り、正確な事務処理に努
めてまいります。
　補助金事務及び契約事務における
チェックリストを作成の上、所属内で共
有し、正確な事業遂行に努めていきま
す。
　必要性を検討した上で、チェックリス
ト等を作成し、委託事業及び補助事業な
どにおける効率的かつ正確な事務処理を
徹底します。

３ 【総括意見３】
長野県子ども子育て・
若者支援の更なる推進

意見 　「長野県子ども・若者支援総合計画」などで計画されている各事
務事業を推進するため、これまでも、所管する部署において、事業
の取組みや進捗管理の状況、事業の連携、成果評価等は把握されて
いるが、全体的に現状を把握し事業推進の情報を収集し検討はされ
ていない。
　「長野県子ども・若者支援総合計画」を策定した次世代サポート
課は、長野県組織規則第14条の7の規定にあるように「子ども・若者
支援その他次世代育成支援及び少子化対策に関する施策の総合的な
企画及び調整に関すること」をつかさどる。これまでも各事業の所
管課より情報を収集しその情報の共有を行い、適時適切に事業が実
施されているかを把握しているとのことであるが、PDCAサイクルを
遂行する組織体制を整備することにより、実施されている事業をさ
らに組織横断的に全体的を把握し、「長野県子ども・若者支援総合
計画」などの各事業を長期的に推進していくことが望ましい。

　各事業の所管課から情報を収集し、事
業の進捗状況を確認のうえ、県公式ホー
ムページで公表するとともに、８月７日
開催の青少年問題協議会で報告しまし
た。
　また、当該計画などで計画されている
各事務事業を効率的、一体的に推進する
ため、組織体制の強化について検討して
まいります。

公告
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定により、長野県知事から、令和２年３月９日付けで包括外部監査人柴田博康氏から提
出のあった令和元年度包括外部監査の結果に関する報告に基づき、次のとおり措置を講じた旨通知がありましたので、同項の規定により、これを公
表します。
  令和２年11月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                 　　長野県監査委員　田　口　敏　子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                 同　　　　西　沢　利　雄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                 同　　　　青　木　孝　子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                 同　　　　丸　山　栄　一

１  監査の対象となった事件名
　　子ども子育て・若者支援に関する財務事務の執行及び管理について

２  措置の内容等



No. 項          目 区分 監査の結果等（要旨） 措置等の内容

４ 【ながの出会い応援プ
ロジェクト（長野県婚
活支援センター事業】
委託業務における業務
完了報告書

意見 　大学生のライフデザインカレッジ事業における業務内容は、大学
生向けのライフデザインセミナーの実施及び啓発冊子の作成であ
り、企業の結婚支援促進事業における企業トップセミナー開催業務
は、企業のトップセミナーの企画・運営・広報が業務内容となって
いるが、業務完了報告書の様式には、業務を実施した際に実際に要
した経費について報告することは求められていない。
　県が実施する委託事業については、予算と実績を比較して金額の
側面からも業務を評価し、翌年度以降の業務を効率的かつ効果的な
ものとすることが重要であると考えられる。特にセミナー実施が業
務内容である場合には、形のある成果物がなく、県は実施内容とと
もに支出額を把握して委託した業務が適切に実施されたかを検証す
べきであると思われることから、業務完了報告書の様式について見
直しを検討していくことが望ましい。

　今年度から、業務を実施した際に実際
に要した経費を把握するため、新たに経
費内訳書を業務完了報告書の添付書類と
して求めることとしました。また、来年
度以降の業務を効率的かつ効果的なもの
とするよう、予算と実績を比較すること
により業務の評価を行います。

５ 【青少年の健全育成事
業】
成果指標の設定

意見 　青少年の健全育成事業においては、チャイルドライン支援事業に
おけるチャイルドライン電話受付件数を成果指標として設定してい
るが、青少年の健全育成事業においてはほかにも3つの事業を実施し
ており、重要なもののひとつに子どもの性被害予防があるが、これ
を評価するための指標は設定されていない。
　成果指標は、県が実施する事業の方向性を決めるにあたって重要
な役割を担うものである一方で、数値化した成果指標を設定しにく
い事業もあると考えられる。複数の成果指標を設定したり、成果指
標が増加傾向か減少傾向かをみるといった手法で事業を評価するこ
とにより、説得力のある説明が可能になり、説明責任を果たすこと
につながるとも考えられることから、チャイルドライン支援事業に
おける成果指標のほかにも成果指標の設定について検討することが
望まれる。

　青少年の健全育成事業において、子ど
もの性被害防止やインターネット適正利
用推進のための研修会等への助成回数を
新たに成果指標として新設しました。

６ 【困難を有する子ども・
若者支援の担い手育成事
業】
補助金額の算定

指摘 困難を有する子ども・若者の社会的自立支援事業のひとつである
困難を有する子ども・若者支援の担い手育成事業の補助金交付要綱
には、訪問相談支援員の賃金について1日当たりの上限額が記載され
ているのに対して、補助金交付申請書及び実績報告書では、相談件
数に1日当たりの単価を乗じて上限額を計算しており、交付要綱に規
定されている計算方法とは異なるものとなっている。

この、計算方法は、平成29年度までの交付要綱に定められた方法
であり、県も現行の交付要綱との整合性を確認していなかったこと
によるものである。ただし、補助金は、予算の範囲内で交付するこ
ととなっており、平成30年度における本事業の補助金額は、申請額
で確定している。

補助金交付要綱が変更された場合には、特に慎重に補助金交付申
請書や実績報告書の内容が交付要綱と整合しているか確認する必要
がある。

　困難を有する子ども・若者支援の担い
手育成事業については、平成30年度事業
をもって事業廃止となり、現在は困難を
有する子ども・若者の専門的な自立支援
の場応援事業のみとなっています。
　引き続き、補助金交付申請書や実績報
告書の内容が交付要綱と整合している
か、とりわけ補助金交付要綱が変更と
なったときには慎重に確認を徹底してま
いります。

７ 【市町村発達障がい者支
援体制強化事業】
実績報告書の記載漏れ

指摘 　市町村発達障がい者支援体制強化事業は、県の現地機関である保
健福祉事務所が、療育コーディネーターを設置している障がい者総
合支援センター10圏域12か所へ業務を委託している。
　この中で受託者から提出された実績報告書において、サポート・
コーチの派遣実績は4件あったものの、実績報告書には「なし」と記
載されているものがあった。
　委託者である保健福祉事務所においては、委託事業における実績
報告書の検査を適切に行い、実績報告書に不備がないよう注意を払
い、また、所管課においては、現地機関の業務について、適切にモ
ニタリングしていくことが求められる。

　「障がい者等療育支援事業の契約事務
に係る留意事項について」（令和２年３
月５日付け事務連絡）を県保健福祉事務
所へ通知し、実績報告書への派遣実績記
載を徹底しました。
　また、市町村サポート・コーチの支援
対象を明確にすべく、令和２年３月５日
付けで交付要綱の一部改正を実施しまし
た。

８ 【長野県発達障がいサ
ポート・マネージャー配
置事業】
事業費の配分

意見 　長野県発達障がいサポート・マネージャー配置事業においては、
県内10圏域に一律の事業費が配分されている。平成27年度からは県
内10圏域すべてに配置され、10圏域の活動実績が蓄積されており、
業務が適切に実施されているか、業務の内容や量の分析を行うこと
が可能となってきていることから、業務内容や量を分析したうえ
で、今後の事業費の配分について検討することが望まれる。

　県内10圏域に配置されたサポート・マ
ネージャーは、地域における重層的な支
援を担っており、その業務の内容や量
は、地域の実状等により様々です。
　そのため、まずサポート・マネー
ジャーが統一的に行うべき業務につい
て、発達障がい者支援対策協議会の連
携・支援部会で議論した上で、事業費の
配分について検討してまいります。



No. 項          目 区分 監査の結果等（要旨） 措置等の内容

９ 【児童家庭支援センター
運営事業】
収支決算書の内容

意見 児童家庭支援センター運営事業は、その運営費を補助するもの
で、その実績報告の収支決算書には、消耗品費について具体的な記
載がなく、内訳が明確となっていないため、交付申請書金額から増
加している原因が確認できないことから、県においては事務費支出
の内容が把握できるよう、収支報告書の記載内容の見直しを補助金
の交付先に求める必要がある。

　令和２年度の補助金交付事務において
は、事務費支出の内容を把握できるよう
申請書、実績報告書の様式の改正を行い
ます。
　また、令和２年６月に児童家庭支援セ
ンター運営会議を開催し、本年度の実施
主体に対して補助金の適正な執行に努め
るよう周知を図りました。

10 【児童家庭支援センター
運営事業】
里親等への支援

意見 　児童家庭支援センター運営事業について、長野県児童家庭支援セ
ンター設置運営要綱には児童家庭支援センターが実施する事業が定
めてあり、その一つとして里親及びファミリーホームからの相談に
応じるなど必要な支援を行うことが挙げられており、里親等への支
援活動を実施しているが、里親委託をより一層推進するため、児童
家庭支援センターに対し、里親及びファミリーホームへの支援や里
親制度の普及に関する活動の更なる実施を促すことが望ましい。

　令和２年６月に児童家庭支援センター
運営会議を開催し、児童相談所等の関係
機関と連携した取組を推進するととも
に、里親及びファミリーホームを含めた
相談・支援を適切に実施するよう、依
頼・周知を行いました。

11 【家庭福祉相談事業】
母子・父子自立支援員及
び女性相談員の委嘱

意見 　母子・父子自立支援員、女性相談員（以下｢自立支援員等｣とい
う。）の委嘱について、郡部は県の自立支援員等が所管している
が、福祉事務所が管轄する郡部の母子・父子世帯数及び女性人口
は、福祉事務所により大きな開きがあることから、郡部の状況を踏
まえ、自立支援員等の対象者数の状況に留意していくことが望まし
い。

　自立支援員等については、緊急的な対
応のためにも地理的要因を考慮し、各福
祉事務所への配置が必要と考えます。
　また、女性相談員の業務は郡部だけで
なく、未設置市の住民についても対応し
ており、自立支援員を兼務しています。
女性相談員未設置の市に対しては、引き
続き設置を求めてまいります。

12 【児童養護施設等環境改
善事業】
里親委託

意見 　児童養護施設等環境改善事業は、児童養護施設等の入所児童等の
生活環境改善、ファミリーホーム等開設支援、児童家庭支援セン
ター開設支援、耐震物件への移転支援と多岐にわたっている。
　しかしながら、平成30年度の実績はファミリーホーム1か所に対す
る費用補助にとどまっている。厚生労働省では、社会的養護では里
親委託を優先して検討することとしている。平成27年3月に策定公表
している「長野県家庭的養護推進計画」では、里親等委託について
社会的養護に占める家庭養護の割合が概ね１／３となることを目指
すとしているものの、平成30年3月末現在の里親等委託率は14.7％で
全国平均を5ポイント下回っている。
　長野県内には、里親同士の横のつながりとして里親会が設置され
ており、里親会を通して本事業の周知を行うなどの取組みをおこ
なっており、今後もこのような方法で本事業の周知に努めるとも
に、他都道府県の事例をさらに分析することで県のこれまでの対応
を再検討するなどして里親等委託率の引き上げに努めていく必要が
ある。

　令和２年６月に、本県の里親委託推進
等に係る具体的な取組内容等を定めた
「長野県社会的養育推進計画」を策定
し、この内容に基づき里親委託等の積極
的な推進を図ることとしております。
　具体的には児童相談所が中心となり、
里親会や乳児院・児童養護施設等の民間
機関の連携・協力の下、里親委託推進に
向けた様々な取組を進めることとしてお
り、補助事業の積極的な周知を含め、継
続的に取り組んでまいります。

13 【児童養護施設等環境改
善事業】
里親委託とファミリー
ホームの推進

意見 　平成23年7月に公表された「社会的養護の課題と将来像」では、児
童養護施設の課題と将来像として小規模化と施設機能の地域分散化
による家庭的養護を推進するとして(a)「本体施設のケア単位の小規
模化」(b)「本体施設の小規模化」(c)「施設によるファミリーホー
ムの開設や支援、里親の支援」を推進していくことを掲げている。
　「長野県家庭的養護推進計画」によると長野県は、児童養護施設
の全面改築等の時期を捉え、本体施設についてできる限り大舎制か
らの転換を図るとともに、地域小規模児童養護施設や分園型小規模
グループケアの開設・導入を進め、併せて将来的にファミリーホー
ムの開設や開設支援を行うなど、施設の地域分散化や高機能化をふ
まえた、新しい施設運営を構築していくことが必要であるとし、計
画対象期間の各年度について児童養護施設の整備計画を掲げてい
る。
　用地確保等の事情により計画年度に実施できない場合があること
はやむを得ないが、入所児童の生活環境の改善のためにも、必要な
整備については計画的に実施していくことが望ましい。

　児童養護施設等における小規模化かつ
地域分散化、高機能化・多機能化の推進
につきましては、「長野県社会的養育推
進計画」において、設置法人の考えを尊
重しつつ、計画的に推進することとして
おります。
　具体的には、施設への丁寧なヒアリン
グや情報提供・助言を行うとともに、国
に対しても補助制度の充実や必要な財源
措置を要望し、これらの積極的な活用に
努めてまいります。

14 【施設型給付費補助事
業】
県内の待機児童

意見 　令和元年9月6日に厚生労働省から公表された「保育所等関連状況
取りまとめ（平成31年4月1日）」によると、長野県の待機児童数は
80人、待機児童率は0.16％となっている。待機児童率は47都道府県
で30番目であり、長野県の待機児童率は比較的に低いといえるもの
の、待機児童数は平成30年度の50人から30人ほど増加している。
　長野県は、保育所の利用児童数が大きく減少している市町村があ
る一方で、利用児童数が大きく増加している市町村がある。利用児
童数が増加している市町村のなかには待機児童数が増加するものも
あり、市町村間における保育所の利用状況の差が拡大しつつある状
況がうかがえる。
　保育所の設置は市町村が主体となって行うものであるが、県にお
いては、待機児童の解消に努めるためのサポートを行うとともに、
市町村格差の拡大についても気を配る必要がある。

　市町村が策定した「第二期子ども・子
育て支援事業計画」に基づき、保育に係
る「量の見込み」、「確保方策」等につ
いて、確認や助言を行ってまいります。



No. 項          目 区分 監査の結果等（要旨） 措置等の内容

15 【子ども・子育て支援事
業】
放課後児童健全育成事業

意見 　放課後児童健全育成事業は、市町村が実施する利用者支援事業な
どの地域子ども・子育て支援事業に要する費用に充てるため、市町
村に補助金を交付するものである。平成30年度の支出額をみると、
放課後児童健全育成事業に関するものが二分の一を占めている。補
助金額を児童数で除した場合、平成30年度の状況では、市部と町村
部で児童一人あたりの補助金額に大きな差はみられないが、市の間
で比較すると金額に大きな違いが生じている。
　各市とも、子ども・子育て支援事業計画を定め、同計画に沿った
対応を行っており、実施している放課後児童健全育成事業の内容に
も違いが生じている。また、放課後児童健全育成事業が提供する
サービスへのニーズも市によって状況が異なっていると思われ、各
市の政策の違いが本補助金の利用状況の違いに表れていると考えら
れるが、県においては、実施主体である市町村の状況に留意しなが
らそのサポートに取り組む必要がある。

　市町村が実情に応じて事業を実施でき
るよう必要な情報提供を行い、適切な事
業実施を支援してまいります。

16 【児童館等施設整備事
業】
児童館の設置状況

意見 　厚生労働省が実施している社会福祉施設等調査によると、児童館
の設置数は、長野県は全国で4番目となっているものの、地域により
設置数に違いがあることで、地域により住民へ提供するサービスに
違いが生じていることが課題の一つと考える。
　また、50年以上が経過している施設が散見されるなど、老朽化が
進行する中で、施設のメンテナンスをどのように効率的、経済的に
進めていくか、建て替えが必要とされた場合にその財源をどのよう
に確保するかなどの課題も考えられる。
　これらの課題にどのように対応していくかは、一義的には児童館
を設置している市町村や社会福祉法人などの民間団体であるが、県
としてもそのような設置者にどのようなサポートを行っていくか、
他の施策と同様、計画的に対応を図っていく必要がある。

　地域の実情に応じた施設整備ができる
よう、市町村に対して必要な情報提供を
行い、事業実施の要望に対して適切に対
応してまいります。

17 【私立高等学校等の保護
者負担軽減のための支援
事業】
私立高等学校授業料等軽
減事業補助金の交付手続
き及び時期の見直し

意見 　私立高等学校授業料等軽減事業補助金は、県単独事業であり、私
立高等学校等就学支援金の上乗せ等を行い、一定所得以下の授業料
負担の軽減を図る事業である。しかし、交付時期は12月から始ま
り、私立高等学校等就学支援金に比べて交付時期が遅くなってい
る。
　令和2年度から私立高等学校等就学支援金の支給上限額の引上げの
制度改正があり、県単独事業の授業料等軽減事業の対象者は大幅に
減少するが、入学金への支援は引き続き必要であることから、交付
時期を早めるように検討することが望まれる。

　就学支援金の支給額拡大に伴い授業料
軽減事業の事務量が減少することから、
入学金軽減事業の審査事務を令和元年度
よりも１ヶ月程度早める予定です。
　なお、当年度の課税状況により就学支
援金の対象者を把握し、それに基づいて
各学校が授業料や入学金の軽減を行うた
め、これ以上の前倒しは困難であると考
えています。

18 【私立高等学校等の保護
者負担軽減のための支援
事業】
成果指標を上げるための
助言注視の必要性

意見 　私立高等学校等就学支援金及び私立高等学校授業料等軽減事業補
助金等の効果は、私立高校全日制定員充足率や授業料滞納率等を成
果指標として達成状況を測定している。
　私立高校全日制定員充足率については、定員超過の学校が解消さ
れた一方で、定員に満たない学校が複数あり、全体として目標に達
しなかったため、目標値未達成としている。
　また、授業料滞納率は目標値を達成していることから、より踏み
込んだ分析は行っていないものの、授業料滞納率は全体として0.15%
ではあるが、学校毎の授業料滞納率の調査を依頼したところ、2%程
度となっている学校もあることが判明している。
　成果指標については、全体的に効果を測定するだけではなく、各
学校の固有の事情を把握して、個々の学校に必要な助言等を行いつ
つ、注視することにより、補助金の効果を上げることが必要であ
る。

　各学校の状況の把握に努め、適切な学
校運営ができるよう支援してまいりま
す。

19 【公立大学法人長野県立
大学関連事業（公立大学
法人運営費交付金）】
予算策定の精緻化

意見 　運営費交付金について、教員人件費は不執行により予算よりも大
幅に余剰となり、これを積立金に計上している。
　これは、大学開学時の大学設置基準に適合した教員を配置する必
要から予算を計上したが、教員の都合から採用時期が当初予定より
も遅れ、教員を補充することができなかったことなどにより生じた
ものである。
　積立金への計上について、県は、地方独立行政法人法の定めに従
い承認している。積立金は、大学法人に損失が生じない限り取崩す
ことはできないことから、中期計画期間の終了時に設立団体である
長野県に返還等されるまで積み立て続けられ、長野県にとって不効
率な資金の執行となっている。結果として当該教員人件費は過大な
予算計上であったといえることから、予算策定すなわち運営費交付
金交付額の精緻化が望まれる。

　公立大学法人長野県立大学運営費交付
金の予算計上については、過去の予算及
び決算の状況等を踏まえ、精緻化が図ら
れるようにしてまいります。



No. 項          目 区分 監査の結果等（要旨） 措置等の内容

20 【信州で学ぼう！魅力発
信事業】
事業の効果という観点か
らの見直しの必要性

意見 　信州で学ぼう！魅力発信事業は、高等教育コンソーシアム信州と
連携し、LINE、SNS、テレビコマーシャルのような広告媒体ごとに、
信州の魅力を発信する長野県の委託事業である。
　しかし、事業の効果を検証していることは評価できるものの、
LINE、SNSのクリック数は少なく、テレビコマーシャルのアンケート
からも認知されているとは言えない。また、テレビコマーシャルに
ついては高等教育コンソーシアム信州の事業報告書においても、
「実施方法や今後の計画等について工夫や改善を要する点があ
る。」とされている。
　今後のＰＲ事業の実施にあたっては、手法・媒体の選定も含めた
委託事業として情報発信を行うなど、早急に事業の推進体制・方法
を改善するように検討することが望まれる。

　信州で学ぼう！魅力発信事業について
は、事業効果をより高められるように、
手法・媒体の選定を含めた委託事業を採
用する等、推進体制・方法の改善を検討
してまいります。

21 【信州パーソナル・サ
ポート事業（自立相談支
援事業）】
生活就労支援センター別
ノウハウの共有

意見 　信州パーソナル・サポート事業は、生活困窮者の自立支援を目的
に、ワンストップ型の相談窓口を設けることで様々な状況に応じた
支援を行っている。その支援計画の策定数は、生活就労支援セン
ターごとに偏りがあることが判明しており、個別の支援センターで
の支援数の多寡があるのは理解できるものの、就労数及び増収者数
の実績は、各センターの傾向があり、その傾向についての分析はさ
れていないのが現状である。
　各センターでのノウハウの共有がさらなる生活困窮者への支援に
つながると考えられるため、実績の分析及びノウハウの共有が望ま
れ、また、実績数値のばらつきの原因として、就労者、増収者の定
義がセンターによって異なっている可能性もあるため、就労者・増
収者の定義の認識が共通であるかどうかの確認をすることも望まれ
る。

　生活就労支援センターの主任相談員会
議を開催し、センター同士の連携強化
や、ノウハウの共有に取り組みます。
　また、情報共有を行う中で、就労者・
増収者の定義についても共有します。

22 【信州パーソナル・サ
ポート事業（就労準備支
援事業）】
予算額と決算額について
（収支清算書のチェック
機能）

意見 　受託業者の予算と決算額を比較すると、予算、決算額ともに一致
しており、予算額以上は、決済されないため決算額を予算内に収め
ているという状況がある。この状況は、事業の実際の予算額をオー
バーしているもののそれ以上に決算で求めることはできないため決
算書に記載していないとする点で、業務の効果的な遂行に影響を与
えると考えられる。
　この状況が続けば、事業の実施団体は、事業からの撤退を検討す
る可能性がある。継続的かつ効率的に事業を行う体制を構築するた
め、受託事業者が実際に費やしている事業費を定期的に把握する仕
組みを構築することが望まれる。

　委託事業の進捗状況について、受託者
から毎月提出を受け確認しています。
　経理状況についても、半期に１回の報
告を求め把握することとします。
　また、令和２年度に、受託事業者への
実地検査を行い、実際に費やしている事
業費を把握するとともに、それ以降も必
要に応じ実地検査等により実態の把握に
努めてまいります。

23 【信州パーソナル・サ
ポート事業（家計相談支
援事業）】
家計相談員の配置セン
ター及び他の事業との協
業

意見 　家計相談支援事業は、家計管理に問題を抱えている者に対して、
家計相談支援員が、家計管理に関する支援、貸付のあっせん等を実
施し、家計収支の改善、家計管理能力の向上等により、自立した生
活の定着を支援する事業であり、家計相談支援員を配置し相談者の
支援を行っている。
　信州パーソナル・サポート事業の各事業は、生活困窮者に対して
自立相談、就労準備など様々な相談を受けることにより、相談者が
自立した生活を行うことを目的とした事業であり、生活困窮者の相
談に乗るという点においては同様の事業を行っている。
　生活就労支援センター（まいさぽ）では、自立相談支援事業、就
労準備支援事業、家計相談支援事業等いくつかの相談事業がある
が、これらはそれぞれ事業に応じた支援員が対応している。
　自立相談支援事業の相談員が家計相談支援事業の相談業務も兼務
できれば、広範囲で詳細な行政サービスが可能となるため、兼務が
可能であるかを検討することが望まれる。

　「まいさぽ」では、債務を抱え生活費
の確保が困難な方からの相談を多数受け
ており、自立相談支援員が家計改善の知
識を持って対応することは有用であるこ
とから、自立相談支援員研修等において
家計改善支援に関する資質向上を図り、
より広範にきめ細かい支援に取組みま
す。
　その上で、なお専門的な支援を必要と
する者に対しては、広域的に配置してい
る家計改善支援員による支援を行ってま
いります。

24 【信州パーソナル・サ
ポート事業（生活困窮家
庭の子どもに対する学習
支援事業）】
変更契約額の減額幅につ
いて（事業周知の必要
性）

意見 　生活困窮家庭の子どもに対する学習支援事業は、社会福祉協議会
と委託契約を締結しているが、実際の事業対象者は、当初想定して
いた対象者数から大幅に減少している。要因は、対象となる家庭及
び子どもがいるという情報を、各社会福祉協議会に集める段階と、
対象となる家庭及び子どもが実際に事業に申し込む段階それぞれに
存在する。社会福祉協議会の役割や事業内容を学校関係者等へ周知
し、連携して事業を進めることを切に希望する。

　事業委託先の町村社会福祉協議会にお
いて、町村や町村教育委員会及び学校と
連携して、事業の周知、対象者の把握等
に努めていますが、保護者の理解が重要
な要素となることから、保護者への周知
や理解に関し、関係機関との連携をより
強化して事業を進めてまいります。
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25 【心身障害発生予防事
業】
業務完了報告書の検証

意見 　心身障害発生予防事業における難聴児支援センター事業につい
て、収支予算書と収支決算書をみると、支出項目の構成割合に大き
な違いが生じている。
　県はこれに対して詳細な調査を実施し、予算と実績を比較して金
額の側面からも業務を評価し、収支決算書の内容に不明点等があれ
ば、これを調査して内容を把握する責任があると考えられ、委託事
業における業務完了報告書の検証について見直しを検討していくこ
とが望ましい。

　令和元年度の予算書と決算書の差につ
いて信州大学医学部附属病院に決算書内
訳の提出を求めました。
　その結果、執行状況に不明な点がない
ことを確認しました。

26 【療育コーディネーター
の設置事業】
契約額

意見 　療育コーディネーターの設置事業の契約額は、年初に社会福祉法
人等から入手する「障がい児（者）地域療育等支援事業（療育支援
施設事業）実施計画書」他に基づき、契約額を取り決めている。
「ア 療育コーディネーター設置事業」については一人当たりの人件
費を県が積算した定額としている一方、「イ 在宅支援訪問療育等指
導事業」、「ウ 在宅支援外来療育等指導事業」及び「エ 施設支援
一般指導事業」については従量制として各々の県が積算した1件当た
りの単価に各々の事業実施見込み件数を乗じている。
　しかし、事業実施件数の実績は事業実施計画件数を上回る状況と
なっていることから、計画件数を上回る理由について精査するとと
もに、障がい保健福祉圏域ごとに適切な予算措置を図る必要があ
る。

　本事業の実施に係る計画件数と実績件
数が相違している場合には、契約相手方
に対して実施内容・相違理由などについ
て精査します。
　また、必要に応じて圏域の広狭や社会
資源の多寡など各障がい保健福祉圏域の
地域特性を勘案した予算措置に努めま
す。

27 【障害児施設給付費等支
弁事業-障害児通所施設給
付費】
事業費の重要な増減分析
及びモニタリング方法

意見 　障害児通所施設給付費は障がい児の増加他の理由により、近年著
しく増加しているが、県は、現地機関である県内10か所の保健福祉
事務所ごとの事業費の推移については把握しているものの、事業主
体である各々の市町村単位での事業費の推移の資料を整備していな
い。
　市町村ごとの事業費の推移を作成し、重要な増減については原
因・背景等を分析することが今後の予算策定上役立ち、市町村のモ
ニタリング上有効であると考える。

　事業費の大幅な増加等がみられた市町
村については、保健福祉事務所が実施し
ている実地診断を通して原因・背景等を
分析します。

28 【社会福祉施設等整備事
業-入所及び日中系サービ
ス施設等の創設及び大規
模修繕】
補助事業からの報告書入
手漏れ

指摘 　県は補助事業者より、「社会福祉施設等整備事業補助金交付要
綱」第9条に定める「社会福祉施設等整備事業進捗状況報告書」を入
手していない。
　工事の入札・契約・施工等の完了検査については確認事項の
チェックリストを設けて実施されていることから、補助金交付要綱
上必要な届出についてもチェックリストを設けることが必要書類の
徴取漏れを防ぐことに有効と思われる。

　補助金交付要綱上必要な届出につい
て、チェックリストを作成し、事業者に
送付しました。また、完了検査の際に
チェックリストに基づき提出書類を確認
し徴取漏れを防止します。

29 【ジョブカフェ信州運営
事業】
ジョブカフェ信州利用者
の就職率のデータの採り
方

意見 　ジョブカフェ信州利用者の就職率は、ジョブカフェ信州運営事業
の成果指標で、事業の成否を測る上でも重要な指標となっており、
新規登録者とその登録者の就職決定確認者の割合で表現しているも
ので、厚生労働省への報告もこの就職率を指標として報告が求めら
れているものであるが、松本センターと長野分室で大きく就職率が
異なっている。
　これは、松本センターと長野分室でデータの採り方に差異がある
ことが原因となっている。事業を評価するうえでは、その事業を実
際に利用した人数とその成果である就職者の割合で評価することが
必要であるが、松本センターの就職率がそのような実際の利用者の
割合になっていない点で事業性評価の指標として適切であるか検討
することが望まれる。

　国へ報告していた既存の就職率のデー
タとは別に、事業の評価指標として、
ジョブカフェ信州を利用し就職した人数
を設定することを検討します。

30 【ジョブカフェ信州運営
事業】
長野分室の在り方

意見 長野分室は、松本センターのようにハローワークとの協業ができ
ていない。ヤングハローワークは、国の事業であるが、国の予算と
して１県に１か所しか認めていないため、松本にしか設置していな
い。長野分室は、新卒応援ハローワークと同じ建物の同フロアにあ
るものの、松本センターと同程度の協業を行う体制にはなっていな
い。

ジョブカフェ信州が想定している若年者は、就職経験がないまた
は、就業経験が浅くそもそも就職活動をどのように行っていくかを
把握していない人も多いことから、長野分室も松本センターのよう
によりハローワークと共同してセンターを運営していくことを検討
することが望まれる。

　ジョブカフェ信州長野分室とハロー
ワークとの協業・共同体制について、長
野労働局へ要望し、検討します。

31 【ジョブカフェ信州正社
員チャレンジ事業】
事業の効率性及び成果指
標

意見 　ジョブカフェ信州正社員チャレンジ事業の事業費は、他県と比較
しても突出して高いものではないものの、一人あたりの事業費は、
長野県が行っている他の就業支援事業と比較しても比較的高額であ
り期待される効果も求められる。
　また、企業にとっては、有用な人材を長期的な視点に立って採用
することが望める本事業の継続のため、企業の満足度及びその事業
の参加者（正規雇用者）の定着率に加えて、採用後1、2年間程度の
定着率等も成果指標に挙げることが望まれる。

　本事業により採用となった者の採用後
１年経過時、２年経過時の定着状況を
ジョブカフェ信州において企業に確認す
るよう対応します。
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32 【就職困難者のための就
職サポート事業】
事業を担当する行政嘱託
員

意見 　就職困難者のための就職サポート事業は、障がい者、母子家庭の
母等就職困難者に対象を絞った無料の職業紹介事業であり、県独自
の事業として、就職希望者だけでなく、企業側への雇用を促すため
に企業を訪問し求人を開拓することでマッチングを行うもので、地
域振興局に配置した求人開拓員が行っており、個々の求人開拓員の
経験に負うところが大きいが、最長で5年と規定されている。
　そのためどんなに企業との結びつきがあった嘱託員であっても5年
でそれまでの事業の蓄積がリセットされてしまう恐れがあることか
ら、有期で行う事業ではなく継続的に県が関与するような仕組みを
整え、現在、属人的になっている行政嘱託員のノウハウを次の行政
嘱託員に引き継ぐ体制を構築する等の検討が必要である。

　本事業については、有期の会計年度任
用職員が担当せざるを得ない状況である
ため、引継ぎが遺漏なく行われるよう体
制構築を検討します。

33 【中小企業における長時
間労働削減支援事業】
成果の把握及び分析

指摘 　中小企業における長時間労働削減支援事業は、時間外労働の削減
等の働き方改革に取り組もうとする中小企業に対して、業務の見直
しや作業効率化のためのIT化・省力化などを支援する専門家チーム
を派遣するとともに、得られた効果や成功事例を「見える化」して
発信することにより他企業への波及を図るものであるが、取組実施
後のモデル企業の時間外労働時間、年次有給休暇の取得状況等の
データの収集や、収集したデータの分析、具体的な取組内容が時間
外労働時間の削減や生産性の向上、従業員の処遇改善等にもたらす
効果などの検証が不十分であることから、出来得る限りデータを収
集・分析するともに事業などの施策へのフィードバックを行うこと
が望まれる。

　委託事業実施の際に、定量分析等によ
る十分な効果検証、報告となるよう指示
を徹底します。

34 【児童相談所（中央児童
相談所・松本児童相談
所・児童相談所広域支援
センター】
児童福祉司の配置

意見 　児童福祉司の配置標準は、各児童相談所の管轄地域の人口4万に1
人以上配置することを基本とし、全国平均より虐待対応の発生率が
高い場合には業務量（児童虐待相談対応件数）に応じて上乗せを行
うこととして政令に規定するとしており、平成31年4月1日現在、基
準は満たしているが、この基準は見直されることとなっており、平
成31年4月1日現在の実際の配置数は、見直し後の新基準には不足す
ることから、児童虐待防止対策体制総合強化プラン（案）による
2022年度までの増員目標が達成できるよう、計画的に対応を図って
いく必要がある。

　増員目標の達成に向けて計画的な増員
を実施しており、令和２年度については
９人の増員を行いました。
　令和３年度、４年度についても計画的
に増員を行っていく予定です。

35 【児童相談所（中央児童
相談所・松本児童相談
所・児童相談所広域支援
センター】
児童心理司の配置

意見 　児童心理司は、児童福祉法に基づき児童相談所に配置されている
専門職員で、児童の心理判定や心理療法などを行う。児童相談所運
営指針は児童心理司について、「児童福祉司２人につき１人以上配
置することを標準とする。
　なお、地域の実情を考慮して必要に応じ、この標準を超えて配置
することが望ましい。」としており、児童心理司の配置基準は努力
目標で、達成が義務付けられている児童福祉司の配置基準とは性格
を異にしているが、児童虐待防止対策体制総合強化プランでは、児
童相談所に配置する児童心理司の配置人数に関する基準を法令上に
規定することを検討するとしている。
　児童心理司の配置人数に関する基準が法令で規定された場合には
大幅な増員が必要となることから、児童心理司について、計画的に
増員していくことが望ましい。

　増員目標の達成に向けて計画的な増員
を実施しており、令和２年度については
６人の増員を行いました。
　令和３年度、４年度についても計画的
に増員を行っていく予定です。

36 【児童相談所（中央児童
相談所・松本児童相談
所・児童相談所広域支援
センター】
業務の効率化

意見 　児童相談の受付件数は増加傾向にあり、今後も続く可能性がある
こと、児童虐待に関する対策強化の一環として、児童相談所及び市
町村の体制・専門性の強化等が講じらている状況を鑑みると、児童
相談所の役割はますます重要となり、それに伴って業務量が拡大し
ていくことが推測される。
　一時保護は児童相談所内で行う場合と外部に委託して行う場合が
あるが、業務内容は、児童福祉法に法定されており受託者に裁量の
余地はなく、委託料も県が定める「児童福祉法による児童入所施設
措置費等交付要綱」に基づいており受託者に裁量の余地はないこと
から、競争性を競う性質とは言えないことを踏まえると、契約事務
の効率化、簡便化に一層努めていく必要がある。

　一時保護につきましては、児童相談所
において迅速かつ柔軟に対応していく必
要がある業務のため、基本的には児童相
談所毎に契約事務を行う必要があります
が、契約事務の効率化に向けて、児童相
談所や委託先の意見等を伺いながら引き
続き検討してまいります。

37 【児童相談所（中央児童
相談所・松本児童相談
所・児童相談所広域支援
センター】
要保護児童対策地域協議
会

意見 　県内すべての市町村が地域協議会を設置し、児童相談所はそのす
べての地域協議会の構成員になっており、児童相談所と市町村の役
割がますます重要となるなか、地域協議会が地域の実情に応じて設
置・運営されているか、「要保護児童対策地域協議会設置・運営指
針について」の趣旨に従って運営されているかなどについて確認す
る方法を検討していく必要がある。

　県内の要保護児童対策地域協議会の設
置運営状況につきましては、児童相談所
をはじめとした関係機関の連携や支援体
制の強化等を推進するため、年１回実態
調査を行っており、引き続き実施してま
いります。
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38 【松本あさひ学園】
インターネットバンキン
グの使用に関するルール
の明確化

意見 　経費等の支払いに係るインターネットバンキングの使用について
は、指定管理者においてそのルールが明確となっておらず、現状で
は入力者と承認者が同一者となっている。
　預金管理や経費管理においては、入力内容を入力者以外（上長
等）がチェックする仕組みが必要であり、そのルールを明確化する
よう県は指定管理者と協議を行う必要がある。

　令和２年１月に、インターネットバン
キングによる振込手続きについても、長
野県社会福祉事業団の経理規程に則り、
事前に振込担当者以外が振込内容を確認
し執行する体制とするよう、事業団本部
から各施設に通知が発出され、あさひ学
園においても体制を改め改善しました。

39 【松本あさひ学園】
備品の現物と台帳の照合

意見 　基本協定書によると指定管理者は、管理物件を常に善良なる管理
者の注意をもって管理しなければならない、また、管理物件につい
て、定期的に台帳と現物との照合を行い、汚損、損傷したものがあ
るときは、速やかに適切な措置を講じなければならないとされてい
る。
　指定管理者は年1回、管理物件について台帳と現物との照合を行
い、その結果を県に報告しているが、報告書の形式が明確となって
おらず、過年度に撮影した写真データを報告に用いている例もある
ことから、現物照合の結果の報告のあり方について県は、指定管理
者と協議しておく必要がある。

　令和２年度に係る報告から、指定管理
者が現物照合の際に備品点検記録（照合
表）へ入力を行い、県は提出された記録
に基づき備品の管理状況を確認するよう
改め、令和２年度分については５月に手
続きを完了しました。

40 【松本あさひ学園】
寄付受けした和太鼓の管
理

意見 　松本あさひ学園には、入所者が参加している太鼓クラブ（松本あ
さひ太鼓）が設置されており、園所在地区の夏祭・文化祭等で演奏
を披露している。演奏に使用する和太鼓は寄付受けしたものである
が、寄付台帳が作成されておらず数量管理が行われていない。
　現状では、県及び指定管理者とも和太鼓の金額的価値を正確には
把握していないが、一定の価値はあるとしており、管理物件に該当
する価値を有する可能性もある。
　和太鼓について指定管理者は寄付台帳を作成し数量管理を行うよ
う、県は指定管理者と協議する必要がある。

　当該太鼓については、指定管理者が改
めて入手経過を関係者に確認したとこ
ろ、寄贈ではなく借用していることが確
認されたため、現在、今後の取扱いを所
有者と協議しているところです。
　協議の結果、改めて寄付手続きを行う
こととなった場合には、適切に寄付台帳
に記載するとともに、これ以外の寄付物
品についても、台帳に記載するなど適切
に対応してまいります。

41 【松本あさひ学園】
寄付金の受け入れ

意見 　長野県社会福祉事業団に限らず、県における寄附金税制の担い手
になり得る事業者は、その事業を周知していくとともに寄付の対象
となることを積極的にアピールしていくことが望まれる。

　現在、県社会福祉事業団においてホー
ムページのリニューアルに向けた作業を
実施しており、この中で寄附金税制の対
象である旨の説明や実施している事業に
関する情報内容の充実に努めるなど、積
極的なPRに努めてまいります。

42 【信濃学園】
今後の施設のあり方

意見 　信濃学園は県内唯一の福祉型障害児入所施設として開設以来その
役割を担っているが、建物は老朽化が進んでいる、入居待機者が恒
常的に存在している、短期入所の需要があるにもかかわらず、定員
１名のみである、などの課題があることから、概ね10年間開催され
ていない有識者による「信濃学園あり方検討会」により、今後の信
濃学園のあり方を検討することは有意義であると考える。

　厚生労働省の障害児入所施設の在り方
に関する検討会を踏まえながら、信濃学
園のあり方検討の手法について研究して
います。

43 【信濃学園】
未使用備品

意見 　備品点検記録（照合表）には、未使用・要処分に区分されている
備品があったことから、他の施設において転用可能か否かを確認し
たうえ、利用不可と判断された場合には、速やかに処分する必要が
ある。

　今後、未使用・要処分かつ他所属での
使用が見込まれないことが判明した備品
について、指定管理者と確認の上、不用
決定を行い、備品台帳の整理を行いま
す。

44 【信濃学園】
指定修繕委託料

意見 　県は信濃学園の土地、建物を公有財産として所有している。
　平成30年度に実施されたエアコン設置工事及び屋根改修工事は、
県の公有財産に係る工事であるため県の資金負担で実施されたが、
施設特性上、指定管理者に工事の管理業務を委託することが適当で
あるため、指定管理者に工事請負費ではなく委託料として支出し、
工事業者との請負契約により工事を完了させている。
　県は、統一的な基準による地方公会計に基づく固定資産台帳及び
財務諸表を整備するために固定資産情報に関する調査を実施し、委
託料についても県有施設における資本的支出にかかるものについて
は、固定資産台帳に、工事にかかった費用を計上しており、当該工
事についても令和元年度に実施した調査の際に計上している。
　県は指定管理者に委託した資本的支出にかかる工事費等につい
て、固定資産台帳上の漏れがないように、上記調査時には確実に計
上するよう留意する必要がある。

　固定資産台帳に記載漏れがないか、固
定資産情報に関する調査実施時に確認し
ます。

監査委員事務局


